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研究成果の概要（和文）：情報格差は若年層の階層化を加速化につながる可能性が高い。本研究の目的は、情報
格差拡大メカニズムの考察及びその応用たる格差解決策の提示である。
情報格差は、社会格差が加速化している今日の日本社会において喫緊の要請である。本研究は、スマート時代に
おける情報の「アクセス格差」及び「意識・能力格差」を取り上げ、その両格差が生じる要因を明らかにし、社
会的帰結について考察した。

研究成果の概要（英文）：The information gap is likely to accelerate the stratification of young 
people. The purpose of this study is to examine the mechanism of expanding the information gap and 
to propose the solution to the gap.
Information disparity is an urgent demand in today's Japanese society, which is said to be 
accelerating the disparity society. This research aims to have both academic and social significance
 in which it not only expands the spectrum of media effect research area but also provide the chance
 to utilize the Internet as social infrastructure.

研究分野： 社会情報学

キーワード： 情報格差　デジタルデバイド
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、メディア効果研究の裾野を拡大するという学術的意義を持つ。また、社会インフラとしてのインター
ネットの効力と活用策を提言するという意味を有しておりこのことが本研究の社会的意義を持つ。
情報格差問題の解決のためには社会情報学及び政策学の学際的アプローチの必要である。社会情報学的観点にお
いては、性別、所得を含むデモグラフィック的要因、居住地域(都市・農村)等といったファクターを中心に論じ
られ、ICTへのアクセスが社会的不平等を再生産することを明らかにしている。不平等を緩和するための方策の
提案のためには、公共政策の効果に関する研究が今後必要であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 マート時代の若年層の情報格差はいかなるものなのか。新しい形の開放的で平等な場である
はずインターネット空間は、依然として不平等と差別が存在し、富める者はますます富み、奪わ
れる者はますます奪われるというマタイ効果(Matthew Effect)が発生している。特に、スマート

メディアの登場はこのような現象
を一層加速化させ、情報格差、ネ
ット中毒、ネット犯罪などをはじ
めとする ICTによる副作用的現象
が広まっている。 
本研究はその副作用のうち、特

にスマート時代における｢情報格
差(Digital Divide｣の問題を取り
上げる。世界経済フォーラム
(WEF)は、先日グローバル規模で
展開しつつある所得格差による問
題について言及し、主流に属せな
い若者の反発に対する懸念を示し
た(2014.7)。若年層の貧困問題は
日本こそ深刻化していると言われ
ており、教育レベル・出身による

若者の階層化が進んでいる(岩田,2007)。若年層における社会階層化は、特に携帯端末による情
報格差とも密接に関わっている。 
一般に若者は情報感度が高いと知られているが、日本の若年層の中には、「ケータイ族」と呼

ばれる情報弱者が存在し、PC 群に比べ、情報ハンドリング能力が低いだけでなく、図 1 の「十
活用」（ケータイメール・ゲーム等限られた機能のみを利用）の側面及び、日常生活を営む上で
必要な情報や知識を得る上で ICT を用いるメディア・リテラシーも低く、政治への関心、政治
有効性感覚も低い(杉浦・金,2014)。｢ケータイ族｣は、低学歴、低収入の女性のブロックで多く存
在し、器用に ICT を活用できる者との間に知識のギャップが生じていることが明らかになって
いる。 

このような若年層の格差の問題は、情報へのアクセスの問題から情報活用の問題へといった
情報格差の概念が拡大していること、及び、情報活用の質の問題からその要因の検討が必要であ
る。 

２．研究の目的 
本研究は、情報格差の要因を利用者の社会的文脈を検討することで検討することを目的とす

る。日本の情報格差は、個人の好みの問題で説明できる問題でなく、個々人が置かれた社会的布
置によって社会的に構築される何らかの背景によって生成される可能性があると考えるからで
ある。こういった社会的文脈に関する考慮は、情報格差の問題を扱う社会情報学分野ではあまり
見当たらない。本研究では、ICT の悪影響の評価に際し社会文化的要因に注意を払いつつ、ネッ
トの効果をマクロ的視野から測定可能とすることである。当該社会固有の特性を差し引いたユ
ニバーサルな意味での情報格差の指標作成により評価基準の策定を試みる。 
本研究の最終目標は、情報格差を緩和するための政策提言の方向性の提案である。そのために

は、社会不平等の観点から明確なターゲット集団を設定する必要があり、まずは、格差を正確に
測定できる指標が必要であると考える。さらに、それはスマート時代における ICT の活用と質
の問題を問うものでなければいけない。 
そのため、図 1(筆者作成)のように、(1)デバイスのアクセス、(2)デバイスのハンドリング能力

を示すメディア・リテラシー、(3)実活用のそれぞれのレベルにおける差を測定することが望ま
しい。 
 
３．研究の方法 
研究の方法は、図 3 と図 4 で示している通りである。研究は、(1)文研研究、(2)定性調査と

アクセス
(1)デバイス,(2)ネットワーク,

(3)動機

メディア・リテラシー
(1)基本ハンドリング能力,(2)対処

能力,(3)応用

実活用
(1)量的活用,(2)質的活用

図1 情報格差の測定指標



(3)事例分析、(4)定量調査の両方を用いた。研究は 4年にわたり行われ、図 4の目標①～④を毎
年の目標として実施した。 
情報格差問題の解決のためには社会情報学及び政策学の学際的アプローチが必要であると考

える。社会情報学的観点においては、性別、所得を含むデモグラフィック的要因、居住地域(都
市・農村)等といったファクターを中心に論じられ、ICT へのアクセスが社会的不平等を再生産
することを明らかにしている。しかし、不平等を緩和するための方策の提案のためには、公共政
策効果の研究をも視野に入れる必要であると考える。 
 

４．研究成果 
①「アクセス格差」と｢意識・能力格差｣は社会・文化的要因から起因する 
：スマート機器利用の重要なポイントは、携帯電話の基本機能だけでなく、多様な機能を如何に
活用できるのかである。すなわち、同様のスマートフォンを利用していても使用するアプリ及び
社会的ネットワークの利用法及び水準に差があり、利用による成果は個人・集団間において大き
な差が見られた。そこには利用者の動機及び能動性 (Van Dijk & Hacker,2006) といった、社
会経済的要因に還元しきれない意識・心理的レベルの要因が関与していることが予想され、概ね
指示される形となった。本研究では、｢アクセス格差｣だけでなく、｢意識・能力格差｣の要因が生
じる社会・文化的要因であることを明らかにした。 
②｢制限的利用者｣と｢拡張的利用者｣の規定要因の検討 
：スマートフォン利用者の約 42.9％が電話機能のみを利用している結果が示しているように、
インターフェースの格段な変化を見せているスマホの機能を十分活用し個人的・社会的生活に
おいて意味のある効果を見出す人とそうでない人がいる。分析においては、前者を｢拡張的利用
者｣、後者を｢制限的利用者｣とし、デバイスおよびメディア・リテラシーの差、及び実活用の差
が存在することを明らかにした。 
③スマート環境における情報格差の指標の開発 
：「制限的利用者」と「拡張的利用者」の分類の際にはそれらの格差を適切な方法で評価する必
要があり、測定指標が必要である。図 1にも示したように情報格差を総合的に捉えられる指標の
開発を本研究の 3つ目の目標としていた。情報活用の質の問題に注目した場合、Twitter のよう
な未知の人々にも開かれば解放的ネットワークと LINE といった親密な人中心の閉鎖的ネットワ
ークによる情報の習得・活用の相違が見られた。それぞれの利用者における情報行動には相違が
見られた。 
④情報格差緩和のための政策開発の方向性の提案 



：上記図 4 の目標①~③の検討後、ICT がもたらす情報格差の社会帰結に関して総合的に俯瞰す
ることを試みている。本研究の結果を用い、情報格差による社会不平等問題の解決に向け、情報
格差の緩和政策の方向性について提案していくことが本研究の最終目的である。 
 若年層の階層化を加速化につながる可能性の高い情報格差拡大メカニズムの考察及びその応
用たる格差解決策の提示は、格差社会問題に取り組んでいる今日の日本社会において喫緊の要
請である。メディア効果研究の裾野を拡大するのみならず、社会インフラとしてのインターネッ
トの効力と活用策を提言するという意味において、本研究は学術的・社会的意義の双方を合わせ
持つ取り組みと言える。 
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